
ぐんま緑の県民基金事業の５年間の目標と実績見込み、現行制度への要望状況

事業名 区分 事業内容 目標
実績（見込み）、達
成率（Ⅰ期目）

成果 評価検証委員会の評価 課題 要望 要望者 No.

道路から２００ｍ以内の森林でも、立地条
件等が悪く林業経営に適しない森林があ
る。

事業の要件である「道路から２００ｍ
以上離れている森林」を緩和して欲し
い。

県議会
関係団体
森林事務所

1

施業履歴が１５年未満であっても、下層植
生がなく、災害の恐れのある森林がある。

事業の要件である「過去１５年以上森
林整備が行われていない森林」を緩
和して欲しい。

市町村
関係団体
森林事務所

2

現場まで到着するのに時間がかかる。
一日当たりの作業時間が短くなるの
で、新たな歩掛や補正を設定して欲し
い。

関係団体 3

水源林機能増進の区域に条件不利地が
含まれる場合、水源林機能増進で事業を
実施するため、条件不利地森林整備とし
ての実績が少なくなる。

目標面積をそれぞれの事業で設定す
るのではなく、一体で設定して欲しい。

森林事務所 4

水源林機能
増進

　市町村が管理する
簡易水道等の取水
口の上流に位置す
る森林の整備

500ha/
5年間

実績1,297ha
達成率259.4%

　これまで放置されていた森
林を整備したことにより、林
内の光環境が改善され、下
層植生の増加が見込まれる
など、水源涵養機能等の森
林の持つ公益的機能の維
持・増進が図られた。

簡易水道は、上水道に統合、あるいは
近々統合予定であるため、事業対象とな
る森林が少なくなる。

簡易水道から移行した上水道やダム
上流、小水道についても対象として欲
しい。

関係団体
森林事務所

5

施行地が小面積の場合、事業要件である
保安林に指定できない場合がある。

事業の要件である保安林指定をなくし
て欲しい。

森林事務所 6

松くい虫被害の他にシカやクマの被害も
多くなっている。

シカやクマの被害にあった森林も対象
にして欲しい。

関係団体
森林事務所

7

地拵えにあたり、被害木を集積すると植え
付けのスペースが確保できない。

被害木の搬出経費も対象として欲し
い。

森林事務所 8

労務単価が上昇しており、目標面積を達
成できない。

9

立地条件が悪く手入れが遅れている公有
林や分収林が存在する。

公有林及び分収林を対象にして欲し
い。

県議会
市町村
関係団体
森林事務所

10

労働力が不足している。 11

区域調査については、歩掛と実態が合わ
ない。

実情に合わせて歩掛を見直しして欲し
い。

森林事務所 12

森林所有者の特定が難しい。
区域調査において、民間の測量会社
に委託できるようにして欲しい。

森林事務所 13

ヒノキの間伐については、ほぼかかり木に
なる。

かかり木の歩掛を設定して欲しい。 森林事務所 14

　整備された山林では下層
植生も見られるようになり、
災害に強い山林となりつつ
あり、松くい虫被害地の再生
もあわせて、これらの森林整
備は、本税事業によって初
めて整備が進められるよう
になった点を高く評価する。

　これまで放置されていた森
林を整備したことにより、林
内の光環境が改善され、下
層植生の増加が見込まれる
など、土砂災害の防止等の
森林の持つ公益的機能の維
持・増進が図られた。

　松くい虫の被害により松が
枯れ、やぶになった森林を
整理した後、スギやヒノキ、
広葉樹を植栽し森林の再生
を図ることにより、土砂災害
の防止等の森林の持つ公益
的機能の維持・増進が図ら
れた。

実績2,096ha
達成率59.9%

実績253ha
達成率126.5%

水
源
地
域
等
の
森
林
整
備

3,500ha/
5年間

200ha/
5年間

4,200ha/
5年間

実績3,646ha
達成率86.8%

条件不利地
森林整備

　立地等の条件が
不利であることによ
り、林業経営が成り
立たず放置されてい
る人工林の整備

計
（共通)

　松くい虫の被害を
受け、やぶなどに
なった森林の再生

松くい虫被害
地の再生

資料４
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事業名 区分 事業内容 目標
実績（見込み）、達
成率（Ⅰ期目）

成果 評価検証委員会の評価 課題 要望 要望者 No.

活動する人が集まらない。
整備・管理については人件費を認めて
欲しい。

市町村
森林事務所

15

現場状況により上限単価が実情に合わな
い場合がある。

整備の上限単価に地形などの補正を
設定して欲しい。

市町村
森林事務所

16

現場状況により上限単価が実情に合わな
い場合がある。

困難地整備の上限単価を見直して欲
しい。

市町村 17

現場状況により上限単価が実情に合わな
い場合がある。

地域別単価を設定して欲しい。 市町村 18

特殊伐採の補助率が２分の１では市町村
の負担が大きい。

特殊伐採び上限を撤廃して欲しい
市町村
森林事務所

19

活動するに当たり初期費用がかかる。
初めて整備に取り組む年度に装備品
等の支度金を補助して欲しい。

市町村 20

野生獣による被害が多くなっている。
上限単価に獣害防止施設に係る経費
を設定して欲しい。

森林事務所 21

全伐して植栽するにあたり、除根が必要
になるが、多大な費用がかかる。

全伐の場合、除根に係る経費を設定
して欲しい。

県議会
市町村
森林事務所

22

処理費に多大な費用がかかる。 処理費に係る経費を設定して欲しい。

県議会
関係団体
市町村
森林事務所

23

上限単価は整備する費用のみとなってい
る。

測量に係る経費を設定して欲しい。 市町村 24

管理団体には測量は難しい 図上計測などを認めて欲しい。 森林事務所 25

上限単価は整備する費用のみとなってい
る。

書類作成など事務経費を対象と欲し
い。

市町村 26

事業数増加に伴い書類作成などの事務
量増加が負担となっている。

書類の簡素化で事務の省力化を図っ
て欲しい。

市町村
森林事務所

27

設計等の手間が負担となっている。 困難地整備の歩掛等を示して欲しい。 市町村 28

上限単価が低くて意欲がわかない。 管理の上限単価を見直して欲しい。
関係団体
市町村

29

高齢化等により管理団体を構築できな
い。

管理については、委託を認めて欲し
い。

市町村
森林事務所
評価検証委
員会

30

高齢化等により管理団体を構築できな
い。

市町村がまとめて管理できるようにし
て欲しい。

市町村
森林事務所

31

市
町
村
提
案
型
事
業

荒廃した里
山・平地林の
整備

　市町村と地域住民
やＮＰＯ・ボランティ
ア団体等との協働
による地域に根ざし
た整備に支援

実績
森林整備 238ha
竹林整備 155ha
計393ha

森林や竹林整備を実施し、
野生獣の出没抑制、生活道
路や通学路の見通しの確保
など、地域住民の安心・安全
な生活環境の改善が図られ
た。

・市町村提案型事業は、
年々増加し、平成２８年度か
ら県内全市町村で実施され
るようになったことは、県民
参加を前提とした本税の目
的を一致程度達成しつつあ
ることを示している。
・本税導入の要因ともなって
いた「荒廃した里山・平地林
の整備」に最も多く取り組ま
れたことは、本税が地域
ニーズ、県民ニーズに合致
していたことを端的に示して
いる。
・県民の手によって貴重な自
然環境の保護・保全が図ら
れたこと、森林環境教育・普
及啓発に多くの人が参加し
たことは成果として高く評価
される。
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事業名 区分 事業内容 目標
実績（見込み）、達
成率（Ⅰ期目）

成果 評価検証委員会の評価 課題 要望 要望者 No.

高齢化等により１０年間も管理できない。 協定期間を短くして欲しい。
関係団体
市町村

32

整備箇所の管理は地域の自費管理では
維持できない。

管理の補助対象期間を協定期間とし
て欲しい。

市町村 33

植栽の要件を緩和が必要。

花木、果樹を植栽したい。
天然更新も認めて欲しい。
整備を伴わない植栽からの事業も認
めて欲しい。

市町村
森林事務所

34

ゴミの不法投棄がある。 ゴミの撤去費を対象として欲しい。 市町村 35

購入した機械のメンテナンスに費用がか
かる。

チッパーのメンテナンス費用を対象に
して欲しい。

市町村
森林事務所

36

活動に当たり備品が必要になる。
市町村の購入可能な備品にチェーン
ソーも含めて欲しい。

森林事務所 37

活動に当たり備品が必要になる。
管理団体の備品の購入を対象として
欲しい。

市町村 38

整備の一連として、搬出を行いたい。 搬出にかかる経費を認めて欲しい。 森林事務所 39

整備の一連として、搬出を行いたい。
低質材や倒木等の搬出も補助の対象
として欲しい。

市町村 40

実行経費等の事務管理が繁雑。
標準単価方式（定額補助）として欲し
い。

市町村
森林事務所

41

公有林においても整備が必要である。 公有林も対象として欲しい。 市町村 42

市町村が管理する森林においても整備が
必要である。

市町村が管理する森林を対象として
欲しい。

市町村 43

活動に費用がかかる。 上限単価を見直して欲しい。 市町村 44

活動する人が集まらない。 人件費を認めて欲しい。 市町村 45

公有地の希少種の保護・保全を図る必要
がある。

公有地での活動も認めて欲しい。 市町村 46

他の箇所の優良事例等を参考にしたい。
先進地での取組視察や研修会等の開
催費用も対象にして欲しい。

市町村 47

自然環境保護のニーズが高まっている。 自然環境保全対策を拡充して欲しい。
県議会
市町村

48

外来生物の増加により、在来生物に悪影
響を及ぼしている。

外来生物の除去・駆除を対象にして欲
しい。

森林事務所 49

（再掲）

実績
森林整備 238ha
竹林整備 155ha
計393ha

　市町村と地域住民
やＮＰＯ・ボランティ
ア団体等との協働
による地域に根ざし
た整備に支援

荒廃した里
山・

平地林の整備

・市町村提案型事業は、
年々増加し、平成２８年度か
ら県内全市町村で実施され
るようになったことは、県民
参加を前提とした本税の目
的を一致程度達成しつつあ
ることを示している。
・本税導入の要因ともなって
いた「荒廃した里山・平地林
の整備」に最も多く取り組ま
れたことは、本税が地域
ニーズ、県民ニーズに合致
していたことを端的に示して
いる。
・県民の手によって貴重な自
然環境の保護・保全が図ら
れたこと、森林環境教育・普
及啓発に多くの人が参加し
たことは成果として高く評価
される。

実績
動物 13種
植物 37種
計50種

希少種の生息地の刈り払い
等の環境整備を行い、動物
１３種、植物３７種、計５０種
の保護が図られた。

市
町
村
提
案
型
事
業

貴重な自然環
境の保護・保

全

　市町村あるいは市
町村と住民団体が
行う、県動植物レッ
ドリストで野生絶滅
及び絶滅危惧種
Ⅰ、Ⅱ類に指定され
ている種が生息して
いる地域の保護・保
全活動に支援

森林や竹林整備を実施し、
野生獣の出没抑制、生活道
路や通学路の見通しの確保
など、地域住民の安心・安全
な生活環境の改善が図られ
た。
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事業名 区分 事業内容 目標
実績（見込み）、達
成率（Ⅰ期目）

成果 評価検証委員会の評価 課題 要望 要望者 No.

規模の大きい市町村については、上限額
では予算が足りない。

１市町村当たりの上限単価を撤廃して
欲しい。

市町村 50

活動する人が集まらない。 人件費を認めて欲しい。 森林事務所 51

申請が２度手間になる。
事業団体から県への直接交付申請の
手続きとして欲しい。

市町村 52

森林がフィールドであれば、どのような活
動でも森林環境教育につながると考えて
いる。

昆虫採取等でも、森林内で行えば間
接的に森林環境教育となるとして、補
助対象として欲しい。

市町村 53

森林整備技術や整備方法等情報共有を
図りたい。

講習会や情報交換の場を設けて欲し
い。

市町村 54

活動に汎用性の高い物品が必要となる。
ビデオカメラ等汎用性の高いものを対
象として欲しい。

市町村 55

寄附により森林を取得する場合、登記等
に必要な測量等に多大な費用がかかる。

寄附により受け入れるための測量や
調査費用を支援して欲しい。

森林事務所 56

「公有林化事業」で購入した森林は、「水
源地域等の森林整備事業」等の補助対象
となっていない。

「公有林化事業」により公有林化した
森林については、「水源地域等の森林
整備事業」等による整備を対象として
欲しい。

森林事務所 57

民有地のままだと開発されてしまう恐れが
ある。

希少種生育地の購入費用を認めて欲
しい。

市町村 58

市町村の負担が大きい。
これまで以上の支援（補助率の向上）
を要望。

市町村 59

作業内容により経費が異なる。
一律２分の１の補助ではなく、作業内
容別に補助率を設定して欲しい。

市町村 60

植栽木への獣害が見られる
植栽木の保護のため、ツリーシェル
ター等の設置を補助対象として欲し
い。

森林事務所 61

市町村提案型事業については、予算に対
し要望が多くなっている。

市町村提案型事業の予算を拡充して
欲しい。

県議会 62

シカ等による被害が広がっている。 獣害対策の新設
市町村
森林事務所

63

クビアカツヤカミキリによる被害が発生し
ている。

外来生物対策の新設 市町村 64

活動にチェーンソー等の備品が必要。 団体育成支援策の拡充 森林事務所 65

高齢化等により管理団体を構築できな
い。

管理団体の斡旋・育成対策の拡充 森林事務所 66

木製品とふれあえる機会が少ない。 木育への支援を認めて欲しい。 森林事務所 67

・市町村提案型事業は、
年々増加し、平成２８年度か
ら県内全市町村で実施され
るようになったことは、県民
参加を前提とした本税の目
的を一致程度達成しつつあ
ることを示している。
・本税導入の要因ともなって
いた「荒廃した里山・平地林
の整備」に最も多く取り組ま
れたことは、本税が地域
ニーズ、県民ニーズに合致
していたことを端的に示して
いる。
・県民の手によって貴重な自
然環境の保護・保全が図ら
れたこと、森林環境教育・普
及啓発に多くの人が参加し
たことは成果として高く評価
される。

水源地域にある森林を公有
林化し、水源林としての維持
が図られた。

本事業により、市町村独自
の課題の改善が図られた。

参加者が年々増加してお
り、児童生徒を中心とした多
くの県民に森林の大切さや
役割が伝えられ、森林環境
に対する意識の向上が図ら
れた。

独自提案

　ぐんま緑の県民税
の趣旨・目的に適合
し、適切な事業内容
と認められ、かつ「ぐ
んま緑の県民税評
価検証委員会」の承
認を得た事業に支
援

実績
森林整備 9.5ha
竹林整備10.8ha
計20.3ha

森林環境教
育・普及啓発

　児童生徒や県民を
対象とする森林環
境教育及び森林体
験活動、森林の機
能や重要性につい
て普及啓発を図る
事業に支援

実績
参加者 28,160人

森林の公有林
化

　水源地域の森林
や平地林の公有林
化に支援

市
町
村
提
案
型
事
業

共通

実績
水源林 33.5ha
平地林 0.6ha
計 34.1ha
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事業名 区分 事業内容 目標
実績（見込み）、達
成率（Ⅰ期目）

成果 評価検証委員会の評価 課題 要望 要望者 No.

森林ボラン
ティア活動

「森林ボランティア
支援センター」を設
置し、専用ホーム
ページや情報誌に
よる情報の収集・発
信や刈払機の取扱
いなどの安全指導、
森林整備作業器具
の貸出し等、森林ボ
ランティア活動への
一体的なサポートを
実施

機械・器具の貸
出　　３３７回
安全講習会
　　５０回開催
森林ボランティア
体験会
　　１４回開催
交流会
　　　２回開催

「森林ボランティア支援セン
ター」による安全講習回答の
実施によりボランティア団体
の活動を支援した。

森林ボランティアは、年々増
加の傾向にあり、広報、研修
等の成果が表れている。

市町村提案型事業の荒廃した里山・平地
林の整備については、整備後の管理団体
が見つからず、事業が実施できない場合
が見受けられる。

「森林ボランティア支援センター」によ
る斡旋など情報収集・発信機能の強
化

関係所属
評価検証委
員会

68

森林環境教育
の推進

新たな「緑のイン
タープリター」を養成
し、小中学生を対象
にしたフォレストリー
スクールや緑の少
年団育成事業、県
民を対象にした県・
市町村主催の森林
観察会、自然講座
等への派遣などを
通じて森林環境教
育を推進

緑のインタープリ
ター養成講座
　新規講座
　　　４９回開催
　経験者講座
　　　１２回開催
フォローアップ研
修　　１２回開催

緑のインタープリターを養成
し、市町村提案型事業（森林
環境教育・普及啓発）やフォ
レストリースクールの講師な
どで活動することにより、県
民に森林環境への理解を深
められた。

本事業は、本税が導入され
たことによって体系的に行わ
れるようになり、小中学生、
父兄に森林の機能や整備の
重要性を知っていただく絶好
の機会となったと思われる。

森林環境教育活動ニーズの増大、多様化
に対応し、円滑かつ効果的に事業を運営
する必要がある。

・コーディネーター業務の強化
・フォローアップ研修の充実

関係所属 69

普及啓発

ぐんま緑の県民税ｊ
への理解を深める
ため、税のしくみ、
森林の役割や大切
さの普及啓発活動
を実施

バスツアー
　　　１４回開催

ポスターや、パンフレット、各
種広報媒体を活用した広報
活動及び、県民を対象とした
本事業で実施した森林整備
箇所を見学するバスツアー
を実施し、本事業の趣旨や
内容などの理解の促進が図
られた。

県民への普及啓発への取
組の結果、一定の周知がな
されてきたと認識してよい。

ぐんま緑の県民税の認知度が低い

親を通して子供に理解してもらうた
め、幼稚園や保育園に周知して欲し
い。
市町村と連携し、一体となってＰＲして
欲しい。
施行箇所に看板を設置してＰＲして欲
しい。
ダイレクトメールで周知してはどうか。

評価検証委
員会

70

竹林については、整備後、いつまで管理
すれば絶滅するのか不確定。

竹林の「抜き取り」または「全伐」、そ
の後の管理等に対する侵入防止効果
を検証してはどうか。

関係所属 71

獣害を防止する資材もいろいろあり、地域
の特性や費用対効果の観点からどの資
材を活用すればよいのか不確定。

森林整備後の獣害防止効果を検証し
てみてはどうか。

関係所属 72

絶滅危惧種の植生を回復する必要があ
る。

カッコソウ、アサザ、キタミソウ等絶滅
危惧種の植生回復状況を検証しては
どうか。

関係所属 73

水土保全機能を維持するための、間伐等
の整備方針がない。

４年間の調査結果をふまえて、水土保
全機能を維持するために、今後の間
伐等の森林整備方針を示すための調
査が必要ではないか。

関係所属 74

評価検証委員会で事業の実
績や計画などの審議を行
い、その内容や結果を公表
した。また、林業試験場にお
いて、間伐施行地の森林の
状況を調査し、調査分析に
必要な情報収集が図られ
た。

相対照度変化や植被率調
査を県民にわかりやすくホー
ムページやパネル展示の形
で示して、さらに理解を深め
てもらう取組をすること。

森
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進

制
度
運
営

評価検証

納税者である県民
や学識経験者等に
より構成される評価
検証委員会を設置
し、事業の内容審査
や評価検証を実施
するほか、県に対し
て制度改善に向け
た提言等を行う

評価検証委員会
　　　１５回開催
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